
担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 1

（直近）

110.9%

1.21人 9,620 1.71人 10,596 1.71 10,577 1.71 11,077 100.0%

1.20人 9,600 1.20人 9,360 1.20 9,360 1.30 10,140 100.0%

0 0.01人 36 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0.50人 1,200 0.50 1,200 0.30 750 100.0%

0.01人 20 0 0.01 17 0.11 187 - 

101.3%

- 

- 

- 

101.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 97.8 99.5 97.3 98 98

（2） 人 854 832 790 870 870

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

正職員

11,485

任期付短時間勤務職員

12,967
アルバイト

再任用短時間勤務職員

12,267 12,430

非常勤職員

11,485
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

1,890

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

集団指導、問診、身体計測、小児科診察、保健指導（育児、発達、栄養、予防接種等）

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

母子保健法第１３条（健康診査）、母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施（厚生省児童家庭局長通知）

1,865

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

1,671 1,853

実施回数

受診者数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

乳児の健康管理に重要であり、25年度は、97,3％と高い受診率を達成してい
る。今後も受診率維持に努める。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

乳児の健康管理に重要であり、24年度は、99,5％と高い受
診率を達成している。今後も受診率維持を期待する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
100％に近い受診率により、疾病の予防や早期発見・治療を図るとともに、この時期に必要な育児・栄養・
発達等の保健指導を実施し、育児支援及び乳児の健全な育成が図られている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

池田市医師会へ委託可能である

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受診率

12,96712,43012,267

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

４か月児

疾病の予防や早期発見・治療を図るとともに、この時期に必要な育児・栄養・発達等の保健指導を実施し、
育児支援及び乳児の健全な育成に期する

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

４か月児健康診査事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3388

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

乳幼児健診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 1

（直近）

100.6%

0.10人 800 0.20人 1,020 0.20 1,020 0.40 1,980 100.0%

0.10人 800 0.10人 780 0.10 780 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.10人 240 0.10 240 0.10 250 100.0%

0 0 0 0.10 170 - 

100.2%

- 

- 

- 

100.2%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 67 74 63 70 70

（2） 人 49 47 29 50 50

（3） 回 6 6 6 6 6

（4） 回 6 6 6 6 6

正職員

1,109

任期付短時間勤務職員

2,283
アルバイト

再任用短時間勤務職員

1,331 1,333

非常勤職員

1,109
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

303

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

問診、視力検査、眼科診察、耳鼻科診察

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童家庭局長通知）

309

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

311 313

視力検診実施回数

聴覚検診受診者数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

視力障害及び聴力の早期発見・早期治療に有効であり、継続実施。

聴覚検診実施回数

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

視力障害及び聴力の早期発見・早期治療に有効。継続す
る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 視力・聴力の障害を早期に発見している

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

医療機関への委託が可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

視力検診受診者数

2,2831,3331,331

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

３歳６か月児健診時に回収したアンケート結果で必要と判断した者

弱視を引き起こす斜視や屈折異常などの視力障害及び軽度から中程度難聴の原因となる滲出性中耳炎
の早期発見・治療に結びつける

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

３歳児視力・聴覚検診事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3391

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

乳幼児健診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 1

（直近）

98.5%

1.67人 12,136 1.71人 10,596 1.98 12,599 2.16 13,527 115.8%

1.45人 11,600 1.20人 9,360 1.45 11,310 1.55 12,090 120.8%

0.01人 36 0.01人 36 0.02 72 0 200.0%

0 0 0 0 - 

0.20人 480 0.50人 1,200 0.50 1,200 0.50 1,250 100.0%

0.01人 20 0 0.01 17 0.11 187 - 

114.3%

- 

- 

- 

114.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 96.3 99.5 96.0 97 97

（2） 人 857 881 838 860 860

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

乳幼児健診事業

１歳６か月児健康診査事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3383

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

集団指導、問診、身体計測、小児科診察、歯科診察、保健指導（育児・栄養・歯科、心理など）

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

15,656 16,629

歩行や言語等発達の標識が容易に得られる１歳６か月の時点において、100％に近い受診率により、運動
機能・視聴覚・精神発達等の遅滞、障害のある幼児を早期発見し適切な保健指導等が行われている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

診察については可能だが、発達検査や栄養指導、歯科健診は、医療機関では対応できないので委託で
きない

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

受診率

実施回数

受診者数

１歳６か月健診で課題のある児を着実にフォーローにつなげ、適切に支援す
る。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

１歳６か月検診で発達に障害のある幼児を早期発見し、適
切に支援する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

2,834

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

3,102

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

１歳６か月児

歩行や言語等発達の標識が容易に得られる１歳６か月の時点において、運動機能・視聴覚・精神発達等
の遅滞、障害のある幼児を早期発見し適切な保健指導等を行うことにより、健全育成を期する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童家庭局長通知） 妊産婦、
乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施について（厚生省児童家庭局長・健康政策局長連盟通
知）

  （平成2年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

13,699

3,103

14,961

9

任期付短時間勤務職員

16,629

非常勤職員

3,057

アルバイト

再任用短時間勤務職員

13,699 15,656  支  出  合  計　Ａ

正職員

14,970

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 1

（直近）

109.5%

1.52人 10,980 1.50人 10,080 1.76 12,047 1.96 13,027 117.3%

1.31人 10,480 1.20人 9,360 1.45 11,310 1.55 12,090 120.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 480 0.30人 720 0.30 720 0.30 750 100.0%

0.01人 20 0 0.01 17 0.11 187 - 

117.7%

- 

- 

- 

117.7%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 94.5 95 93.8 95 95

（2） 人 826 839 836 830 830

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

正職員

13,053

任期付短時間勤務職員

15,298
アルバイト

再任用短時間勤務職員

12,301 14,479

非常勤職員

13,053
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

2,271

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

集団指導、問診、尿検査、身体計測、小児科診察、歯科診察、保健指導（発達、育児、栄養、歯科予防接
種等）

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童家庭局長通知） 妊産婦、
乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施について（厚生省児童家庭局長・健康政策局長連盟通
知）

2,073

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

2,221 2,432

実施回数

受診者数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

3歳６か月健診で課題のある児を着実にフォローにつなげ、適切に支援する。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

３歳６か月健診で発達に障害のある幼児を早期発見し、適
切に支援する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
身体発育・精神発達の面から重要な時期である時期に健診を行い、100％に近い受診率により、運動発達
等心身障害その他疾病及び異常を早期発見し、適切な保健指導を行い、幼児の健康の保持・増進が図ら
れている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

診察については可能だが、発達検査や栄養指導、歯科健診については、医療機関では対応できないの
で委託できない

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受診率

15,29814,47912,301

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

３歳６か月児

身体発育・精神発達の面から最も重要なこの時期に健診を行い、運動発達等心身障害その他疾病及び
異常を早期発見し、適切な保健指導を行い、幼児の健康の保持・増進を図る

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

３歳６か月児健康診査事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3389

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

乳幼児健診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

115.5%

0.90 6,000 0.60 3,460 0.90 5,800 1.10 6,750 150.0%

0.70 5,600 0.40 3,120 0.70 5,460 0.80 6,240 175.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20 400 0.20 340 0.20 340 0.30 510 100.0%

119.2%

25.0%

- 

- 

192.8%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 10,160 9,849 10,422 10,500 10,500

（2） 人 1,428 1,426 1,355 1,500 1,500

（3） 人 11,588 11,275 11,777 12,000 12,000

（4）

正職員

48,570

任期付短時間勤務職員

88,409

10,4665,36719,502

アルバイト

再任用短時間勤務職員

48,905 58,298

非常勤職員

29,068
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

21,455

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

81,659

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

医療機関委託による妊婦及び乳児健診

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

妊婦健診回数の増加(14回）

母子保健法第１３条（健康診査）、母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施について（厚生省
児童家庭局長通知）

42,570

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

45,445 52,498

受診者数（延）

乳児健診受診者数（一般+後期）

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

現在も、府内平均に比べ、公費負担額が低いので、今後検討していく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

府内平均に比べ、低い公費負担額の改善。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
経済的負担の軽減を図ることにより、安全な出産をするために妊娠中の異常及び乳児の心身障害の早期
発見を行うとともに、妊婦、乳児の健康の保持増進を図っている。しかし、府内平均に比べ、公費負担額が
低額。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

すべて委託にて実施

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

妊婦健診受診者数

77,94352,93127,450

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

妊婦及び乳児

安全な出産をするために妊娠中の異常及び乳児の心身障害の早期発見を行うとともに、妊婦、乳児の健
康の保持増進を図る

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成21年度

妊婦・乳児健康診査事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3402

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田　和彦

2061 1 2

（直近）

92.9%

0.40 3,200 0.30 2,340 0.40 3,120 0.40 3,120 133.3%

0.40 3,200 0.30 2,340 0.40 3,120 0.40 3,120 133.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

109.1%

- 

- 

- 

109.1%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1,845 1,709 1,588 1,800 2,300

（2） 人 183 213 171 220 250

（3） 回 24 24 24 24 24

（4） 回 10 20 20 20 20

正職員

6,159

任期付短時間勤務職員

7,881
アルバイト

再任用短時間勤務職員

5,831 6,362

非常勤職員

6,159
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

4,761

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

「よい歯の教室」受講により登録し、誕生月とその半年後に歯科検診、ブラッシング、フッ素塗布をセットで
受診できる

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

新規登録しやすいよう 「よい歯の教室」 の開催をフッ素塗布と同日にし、実施回数を増やした

2,959

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

3,491 3,242

フッ素塗布実施回数

よい歯の教室受講者数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

歯科医師会と協力し、受診者等の増加を図る。

よい歯の教室実施回数

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

歯科医師会と協力し、受診者等の増加を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
日程変更を容易にするため、希望者には受診日の案内をメール配信しているが、受診者数の減少がみら
れる

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

歯科医師会に委託済み

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

フッ素塗布受診者数

7,8816,3625,831

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

１歳～７歳までの市民 （平成９年～平成１７年度までは、１歳～６歳までの市民）

幼児のう蝕予防を図り、生涯を通じた歯や口腔の健康づくりの基礎を築く

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成24年度

予防歯科室事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3387

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

88.6%

1.70 10,800 2.00 11,820 2.00 11,820 2.10 12,670 100.0%

1.20 9,600 1.30 10,140 1.30 10,140 1.40 10,920 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50 1,200 0.70 1,680 0.70 1,680 0.70 1,750 100.0%

0 0 0 0 - 

98.4%

- 

- 

- 

98.4%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 311 420 294 350 350

（2） 人 476 562 479 500 500

（3） 回 13 12 12 12 12

（4） 回 100 122 131 110 110

正職員

12,640

任期付短時間勤務職員

15,045
アルバイト

再任用短時間勤務職員

13,674 13,462

非常勤職員

12,640
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

2,375

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

問診、身体計測、小児科診察、発達相談、保健指導（育児、栄養)

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

非常勤心理相談員の採用

母子保健法第１３条（健康診査）

1,840

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

1,854 1,642

小児科診察実施回数

心理相談受診者数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

健診等より継続して経過観察することで、児の心身の状況から医療、療育の方
針を判断している。
今後とも、継続していきたい。

心理相談実施回数

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

健診等より継続して経過観察することで、児の心身の状況
から医療、療育の方針を判断している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
専門医の診察、心理相談員による発達相談及び保健指導等により経過を観察をすることにより、異常の早
期発見・治療及び療育につなげることができている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

小児科診察については、専門的な診察が出来る医療機関なら委託可能。
心理については、不可。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

小児科診察受診者数

15,04513,46213,674

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

乳幼児健診等の結果、要経過観察と判断された児

専門医の診察、心理相談員による発達相談及び保健指導等により経過を観察をすることにより、異常の早
期発見・治療及び療育につなげる

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成19年度

約束クリニック事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3392

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

140.7%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

102.6%

0.0%

- 

- 

104.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 45 66 77 50 50

（2） 回 12 12 15 12 12

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

育児相談会事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3397

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

保育士による親子遊び及び保健師による個別相談、身体計測
グループ支援

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

856 895

発達の経過観察、発達支援および育児不安の軽減、虐待予防を図っている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

事業運営自体は可能だが、事業へのつなぎやその後の事業とのつながりでは、難しい点がある

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

相談者延人数

実施回数

保護者の不安を受け止めながら、発達支援の場として今後も維持・継続してい
きたい。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

保護者の不安を受け止めながら、発達支援の場として今
後も機能してほしい

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

49

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

115

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

乳児後期健診の結果、必要と判断した児及び希望者
出生体重が1,500g未満児を対象に未熟児相談会を実施

発達の経過観察、発達支援及び育児不安の軽減、虐待予防

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

母子保健法第９条（知識の普及）、第10条（保健指導）

  （平成9年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

821

54

814

35

任期付短時間勤務職員

895

非常勤職員

13

76

アルバイト

再任用短時間勤務職員

834 856  支  出  合  計　Ａ

正職員

849

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

105.9%

0.70 5,600 0.70 5,460 0.70 5,460 0.70 5,460 100.0%

0.70 5,600 0.70 5,460 0.70 5,460 0.70 5,460 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

101.1%

- 

- 

- 

101.1%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 731 698 769 750 750

（2） 回 93 96 96 95 95

（3）

（4）

正職員

6,927

任期付短時間勤務職員

6,848

376

アルバイト

再任用短時間勤務職員

6,764 6,841

非常勤職員

6,551
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

1,388

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成2年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

保育士による親子遊び、心理相談員、保健師による育児相談

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

対象者の増加に伴い、1クール(週1回・4か月）の参加に変更した

母子保健法第９条（知識の普及）、第１０条（保健指導）育児等健康支援事業の実施について（厚生省児童家庭局母
子保健課長通知）

1,327

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

1,304 1,381

実施回数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

発達支援課をはじめ関連部局との連携を強化する。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 児童発達支援センター、発達支援課等と整合性を図りつつ、内容・役割の見直しが必要

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

教室運営自体は、委託可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

参加延人員

6,8486,8416,764

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

１歳６か月児健康診査等で発達の遅れのある児や育児不安、虐待の恐れがある親子

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げるための見極め、発達支援、育児不安の軽減、虐待の
予防。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成21年度

親子教室事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3384

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

60.2%

0.50 4,000 0.50 3,900 0.50 3,900 0.50 3,900 100.0%

0.50 4,000 0.50 3,900 0.50 3,900 0.50 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

96.3%

- 

83.5%

- 

96.6%

86.7%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 606 570 572 650 650

（2） 回 33 33 34 33 33

（3）

（4）

正職員

4,599

任期付短時間勤務職員

4,317

95
48

187

アルバイト

再任用短時間勤務職員

4,299 4,140

非常勤職員

4,456
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

417

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

91

  （平成  年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

５回シリーズによる講義、妊婦体操、沐浴の実習、調理実習等（年６クール）及び日曜日に妊婦と配偶者参
加の教室（年４回）

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

1クールを4回から5回に増加し、食育をめざした調理実習を追加

母子保健法第９条、母子保健法第１０条、　母性、乳幼児にたいする健康診査及び保健指導について（児童家庭局
長通知）、育児等健康支援事業の実施について（母子保健課長通知）

599

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

399 240

実施回数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

妊娠中の健康管理から出産後の育児のことまで、母子が健康で安心して過ご
せるよう支援している。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

妊娠中の健康管理から出産、また、母子が健康で安心し
て子育てできるよう、充実。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
受診者数は減少しているが、妊娠、出産、育児及び歯科保健に関する知識の習得により、安全な出産お
よび母性・父性を高め、母子の健全育成に繋がっている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

助産師会など専門家集団の委託先があれば可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受講者数

76

4,130

2.07 2.12 4.331.84

4,0644,208

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

妊婦、その配偶者

妊娠、出産、育児及び歯科保健に関する知識の習得により、安全な出産及び母性・父性を高め、母子の
健全育成を期する

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成18年度

両親教室事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3393

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

99.0%

0.20 1,040 0.20 1,020 0.20 1,020 0.30 1,810 100.0%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.10 240 0.10 240 0.10 240 0.10 250 100.0%

0 0 0 0 - 

99.8%

- 

- 

- 

99.8%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 229 241 261 230 230

（2） 回 32 32 32 32 32

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

幼児のあそび教室事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3407

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

保育士による小集団の設定保育（母子分離）、心理相談員、保健師による保護者のグループワーク

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

1,320 2,087

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げることができている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

教室運営自体は、委託可能だが、その後の進路などの相談は、不可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

参加延人員

実施回数

発達支援課をはじめ関連部局との連携を強化する。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

293

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

277

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

３歳６か月児健康診査等で発達の遅れある児や情緒面で集団生活の準備が必要な児、また育児不安、虐
待の恐れがある親子

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げる。発達支援、育児不安の軽減、虐待の予防。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

母子保健法第９条（知識の普及）、第１０条（保健指導）、育児等健康支援事業の実施について（厚生省児童家庭局
母子保健課長通知）

  （平成12年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

1,323

303

1,250

83

任期付短時間勤務職員

2,087

非常勤職員

300

アルバイト

再任用短時間勤務職員

1,323 1,320  支  出  合  計　Ａ

正職員

1,333

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

147.6%

0.25 2,000 0.25 1,950 0.35 2,730 0.35 2,730 140.0%

0.25 2,000 0.25 1,950 0.35 2,730 0.35 2,730 140.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

141.3%

- 

100.0%

- 

141.6%

70.7%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 363 332 316 360 360

（2） 回 17 17 17 17 17

（3）

（4）

正職員

2,399

任期付短時間勤務職員

3,279

18
100

32

アルバイト

再任用短時間勤務職員

2,349 3,319

非常勤職員

2,281
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

549

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

17

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

年１０回の講義、試食と年６回の調理実習

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

母子保健法第１０条（保健指導）、第１４条（栄養の摂取に関する援助）、育児等健康支援事業の実施について（厚生
省児童家庭局母子保健課長通知）

399

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

399 589

実施回数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

離乳食について保護者が知識を深め、生涯の食の基礎作りに役立っている。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

離乳食について保護者が知識を深め、生涯の食の基礎作
りに役立っている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 今後の食習慣の基礎づくりに離乳食の正しい知識を啓発している

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

栄養士会などに委託可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受講者数

17

3,247

0.75 0.72 0.980.51

3,3022,332

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

離乳期初期～中期及び後期～完了期の児の保護者

離乳食の正しい知識を啓発することにより、今後の食習慣の基礎づくりとする

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

食育推進事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3394

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

110.3%

2.20 17,600 3.20 19,560 3.20 19,560 3.30 20,440 100.0%

2.20 17,600 2.20 17,160 2.20 17,160 2.30 17,940 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 1.00 2,400 1.00 2,400 1.00 2,500 100.0%

0 0 0 0 - 

101.2%

50.7%

- 

- 

105.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1,593 1,820 2,069 1,600 1,600

（2）

（3）

（4）

正職員

21,332

任期付短時間勤務職員

24,385

1,3608522,401

アルバイト

再任用短時間勤務職員

22,080 22,339

非常勤職員

18,931
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

1,680

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

3,945

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成9年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

保健師、助産師による家庭訪問

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

乳児家庭全戸訪問事業（新生児訪問と同時実施）、養育支援訪問事業等の導入

母子保健法第１１条（新生児の訪問）、第１０条（保健指導）、妊婦及び新生児に対する訪問指導の実施に
ついて（児童家庭局長通知）、児童福祉法

3,732

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

2,520 2,779

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

乳児全戸訪問等を通じ、支援のより必要な家庭を把握し、フォローすることで
虐待予防につなげている。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

乳幼児健康診査の受診状況のさらなる把握に努め、支援
が必要な家庭の早期発見に努める。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
平成２０年１０月から総合窓口課において出生届時に「出生連絡票」を回収することにより対象者の把握が
容易になったため、訪問件数が増加した。訪問により、個々の家庭状況を把握し支援している。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

乳児家庭全戸訪問は、助産師・保健師等専門職の委託先があれば可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

訪問件数

23,02521,48720,400

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

ハイリスク妊産婦、新生児の希望者、健診等で保健指導が必要な者

家庭訪問での保健指導により、保護者の育児等の不安の軽減や異常の早期発見、治療や療育、育児等
についての指導により母子の健全育成を期する

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成19年度

訪問指導事業（母子保健）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3401

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

- 

0.40 3,200 0.30 2,340 0.70 3,300 0.70 3,340 233.3%

0.40 3,200 0.30 2,340 0.30 2,340 0.30 2,340 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.40 960 0.40 1,000 - 

0 0 0 0 - 

141.0%

- 

- 

- 

141.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 2,054 1,985 2,282 2,100 2,100

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

特設電話での育児相談

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

3,300 3,340

保護者の育児不安にタイムリ－に対応し、虐待予防や児の健全育成に繋がっている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

専門職種のいる所であれば可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

相談件数

育児不安の解消、育児の正しい知識の伝達により、ひいては虐待予防に有
効。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

育児不安の解消、育児の正しい知識の伝達により、ひいて
は虐待予防に有効。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

妊婦及び乳幼児の保護者、家族

育児不安の軽減、虐待予防

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

母子保健法第１０条（保健指導）、子どもの心の健康づくり対策事業（国）

  （平成9年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

2,3403,200

任期付短時間勤務職員

3,340

非常勤職員

アルバイト

再任用短時間勤務職員

2,340 3,300  支  出  合  計　Ａ

正職員

3,200

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2061 1 2

（直近）

73.2%

0.11 820 0.71 2,237 0.71 2,237 0.91 3,247 100.0%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.60 1,440 0.60 1,440 0.60 1,500 100.0%

0.01 20 0.01 17 0.01 17 0.11 187 100.0%

98.6%

- 

- 

- 

98.6%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 867 798 854 850 -

（2） 件 890 834 887 880 -

（3）

（4）

正職員

929

任期付短時間勤務職員

3,373
アルバイト

再任用短時間勤務職員

2,360 2,327

非常勤職員

929
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

126

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成4年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

妊娠届により母子健康手帳を交付するとともにハイリスク妊婦等の必要な者に対して保健師による保健指
導を実施する

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

母子保健法第１６条（母子健康手帳）

109

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

123 90

母子健康手帳交付数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

虐待予防として特定妊婦の把握が重要となっており、母子手帳交付時に保健
師が全数面接し、状況を把握することで、フォローにつなげている。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

虐待予防として特定妊婦の把握が重要となっており、母子
手帳交付時に保健師が全数面接し、状況を把握すること
で、フォローにつなげている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
合計特殊出生率に左右されるため、目標値は設定し難いが、母子の健康の保持・増進のため保健指導等
により、必要な情報提供がなされている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

法に基づいた事業であり、市町村が妊娠届けの届出先になっており、また保健指導ができる体制において
実施すべきものである為、委託することは不可

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

妊娠届出数

3,3732,3272,360

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

妊婦

母子の健康の保持・増進を目的に母子の健診記録や予防接種の記録をし、母子の健康管理を促す。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

母子健康手帳交付事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3396

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

保健指導事業（集団・個別）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 1 1

（直近）

101.6%

0.40 3,200 0.50 3,900 0.85 4,320 0.30 2,340 170.0%

0.40 3,200 0.50 3,900 0.30 2,340 0.30 2,340 60.0%

0 0 0.55 1,980 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

102.1%

395.1%

- 

- 

97.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 15,441 15,440 15,193 16,000 17,500

（2） 世帯 48,500 48,500 48,600 49,000 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

住民健康診査事業

住民健康診査事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3371

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

集団健診（6月）、個別健診（6月～3月）

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

65,001 72,063

特定健診と同時実施することにより、必要な検査が同時にできるため、継続することが必要。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

池田市医師会へ委託済

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

受診者数

広報誌掲載

年間事業冊子配布

健康を維持することは、市民生活、活動の基盤である。
市民の健康保持・増進を目的に行い、市民の健康意識を高め、受診率の向上
を目指す。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

健康を維持することは、市民生活、活動の基盤である。
市民の健康保持・増進を目的に行い、市民の健康意識を
高め、受診率の向上を目指す。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

64,427

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

71,457

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

集団健診：15歳以上、個別健診：40歳以上の市民

心臓病、脳卒中等の生活習慣病を予防する対策の一環とし、これらの疾患の早期発見を図り、必要な者
に対し栄養や運動等に関する保健指導、健康管理に関する正しい知識の普及を行う。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成20年度

法改正により特定健診に追加健診及び胸部Ｘ線検査、肝炎ウィルス、前立腺検診の同時実施による見直し

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）

  （昭和58年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

66,802

63,996

66,387

1,240

任期付短時間勤務職員

73,797

非常勤職員

1,094 1,7344,322

65,003

アルバイト

再任用短時間勤務職員

67,896 69,323  支  出  合  計　Ａ

正職員

67,627

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 井内和希子

2062 1 1

（直近）

98.2%

0.40 1,732 0.40 1,351 0.70 1,800 0.90 3,970 175.0%

0.11 880 0.11 858 0.10 780 0.40 3,120 90.9%

0.17 612 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.12 240 0.29 493 0.60 1,020 0.50 850 206.9%

116.9%

137.3%

107.0%

- 

149.2%

91.5%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 225 265 268 300 300

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部　休日急病診療所保健衛生の充実

住民健康診査事業

住民健康診査事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3373

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

集団方式で総合がん健診と同時に実施するとともに、４０歳以上で今までに受診していない希望者を対象
にBC型肝炎検査を集団方式により月に２回程度実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

807 2,666

52.41 75.63 47.2769.22

特定健診の受診券の送付が５月半ばな為、事業実施時期が６月からとなり実施回数が４回減って受診者
の伸びが横ばいになっている。受診希望者が多い為、日程の調整を図り検査の充実に繋げたい。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

血液検査の検査委託はしている。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

受診者数

受診者も増加の傾向にあり、回数を増やして実施していくか調整中である。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

３年前までは、総合がん検診との同時実施しかなかったが、特定健康診
査のみを実施したところ、受診者も増え、昨年から５回から10回に増やし
ている。このまま推移を見ていくべきと考える。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

1,029

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

1,249

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

４０歳以上の市民

生活習慣病の予防、健康づくりの推進

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

健康増進法第３条(国及び地方公共団体の責務)

  （平成１９年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

1,912

541

1,177

1,184

1,447
130

任期付短時間勤務職員

5,219

非常勤職員

75 86103
2,4672,046

1,156

アルバイト

再任用短時間勤務職員

2,528 2,956  支  出  合  計　Ａ

正職員

2,761

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 1 2

（直近）

87.9%

0.22 860 0.22 801 0.22 801 0.22 801 100.0%

0.07 560 0.07 546 0.07 546 0.07 546 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.15 300 0.15 255 0.15 255 0.15 255 100.0%

89.4%

103.5%

- 

- 

88.1%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1,628 1,511 1,337 1,700 1,700

（2） 世帯 48,500 48,500 48,600 49,000 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

正職員

7,312

任期付短時間勤務職員

8,450

722563553

アルバイト

再任用短時間勤務職員

6,808 6,084

非常勤職員

6,759
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

544

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

7,649

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成8年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

医療機関による個別方式で実施。

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

健康増進法第１７条及び第１９条の２

6,452

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

6,007 5,283

広報誌掲載

年間事業冊子配布

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

骨粗鬆症の予防に有効。継続する。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

骨粗鬆症の予防に有効。継続する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 受診者数は減少しているが、骨量減少を早期発見することにより骨粗鬆症を予防している。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

池田市医師会へ委託済

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受診者数

7,7285,5216,264

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

18歳から70歳までの市民

骨量減少を早期発見することにより骨粗鬆症を予防する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

骨粗鬆症検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3373

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

骨粗鬆症検診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 井内和希子

2062 1 2

（直近）

96.2%

0.22 1,120 0.22 984 0.40 1,290 0.40 1,900 181.8%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.20 1,560 100.0%

0.05 180 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.07 140 0.12 204 0.30 510 0.20 340 250.0%

125.6%

47.9%

79.2%

- 

136.3%

63.1%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 106 107 85 120 120

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども･健康部　休日急病診療所保健衛生の充実

骨・歯科検診事業

骨粗鬆症検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3373

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

年６回集団方式により実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

1,348 1,900

8.69 9.08 7.825.73

子宮がん、乳がん、成人歯科検診とのセット検診を実施し、受診者数の増加に取り組んでいる。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

骨密度測定については業者に委託している。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

受診者数

個別に医療機関に委託するよりも安価で検診を実施することができるので市のコスト面
での負担を考慮すると集団検診の継続は必要と考える。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

骨粗鬆症検診を単独では行っておらず、子宮がん・乳がん・成人歯科検
診とまとめて実施している中での1つの検診で、業者への委託事業となり、
このまま継続して実施すべきと考えている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

181

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

222

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

１８歳以上７０歳以下の市民

骨量減少を早期に発見することにより、骨粗鬆症を予防する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

健康増進法第17条及び第19条の2

  （平成  19年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

106

989

184

1,110

113
78

任期付短時間勤務職員

2,122

非常勤職員

73 5635
16684

177

アルバイト

再任用短時間勤務職員

1,168 1,467  支  出  合  計　Ａ

正職員

1,301

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 1 2

（直近）

85.1%

0.30 1,200 0.30 1,120 0.30 1,120 0.30 1,120 100.0%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20 400 0.20 340 0.20 340 0.20 340 100.0%

88.1%

107.6%

- 

- 

87.7%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 687 802 665 800 1,000

（2） 世帯 48,500 48,500 48,500 48,500 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

歯科検診事業

成人歯科検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3377

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

医療機関による個別方式で実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

4,743 6,673

歯の喪失を予防し、歯や口腔の健康を維持。また寝たきり高齢者の口腔状況を把握し、口腔疾患の予防・
口腔衛生の向上を図っている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

歯科医師会に委託済み

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

受診者数

広報誌掲載

年間事業冊子配布

生涯健康でいきいきと暮らすため、歯の健康づくりは大切である。
歯科検診の重要性を周知し受診率の向上を目指すとともに、歯科医師会と協
力し、事業の一層の充実を図っていく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

生涯健康でいきいきと暮らすため、歯の健康づくりは大切
である。
歯科検診の重要性を周知し受診率の向上を目指すととも
に、歯科医師会と協力し、事業の一層の充実を図ってい
く。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

3,839

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

5,730

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

２０歳以上の市民

歯を喪失する主な原因である歯周病やう蝕を早期発見し、早期予防に努め健全な歯・口腔を維持すること
により全身疾患も予防する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成24年度

平成２４年度より対象者を２０歳以上に拡大し、若年層や妊婦にも受診しやすくした

健康増進法第１７条及び第１９条の２

  （平成8年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

5,409

4,408

4,920

119

任期付短時間勤務職員

6,850

非常勤職員

119 177128

3,751

アルバイト

再任用短時間勤務職員

5,528 4,871  支  出  合  計　Ａ

正職員

5,039

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 井内和希子

2062 1 2

（直近）

95.3%

0.18 800 0.22 984 0.40 1,290 0.50 2,680 181.8%

0.06 480 0.10 780 0.10 780 0.30 2,340 100.0%

0.05 180 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.07 140 0.12 204 0.30 510 0.20 340 250.0%

126.4%

58.3%

60.9%

- 

128.5%

48.2%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 20 30 16 30 30

（2）

（3）

（4）

正職員

920

任期付短時間勤務職員

2,861

7
18

714
38

アルバイト

再任用短時間勤務職員

1,133 1,432

非常勤職員

888
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

12

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

181

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

23

  （平成  19年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

年６回集団方式により実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

健康増進法第17条及び第19条の2

120

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

149 142

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

個別に医療機関に委託するよりも安価で検診を実施することができるので市のコスト面
での負担を考慮すると集団検診の継続は必要と考える。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

成人歯科検診を単独では行っておらず、子宮がん・乳がん・骨粗鬆症検
診とまとめて実施している中での1つの検診で、個別よりも安価に実施でき
る為継続すべきと考えている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 子宮がん、乳がん，骨粗鬆症検診とのセット検診を実施し、受診者数の増加に取り組んでいる。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

歯科医師、歯科衛生士による歯科検診のため、委託はできない。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受診者数

14

2,816

1.96 2.03 1.330.98

1,4111,098

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

満２０歳以上の市民

高齢期の歯の健康保持や喪失予防

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

成人歯科検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3377

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども･健康部　休日急病診療所保健衛生の充実

骨・歯科検診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 1 4

（直近）

104.8%

0.20 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0.20 1,600 0.20 1,560 0.20 1,560 0.20 1,560 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.6%

116.8%

- 

- 

99.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 207 281 153 220 220

（2） 回 11 14 14 14 14

（3）

（4）

正職員

1,755

任期付短時間勤務職員

1,815

169160102

アルバイト

再任用短時間勤務職員

1,790 1,801

非常勤職員

1,653
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

137

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

255

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （昭和58年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

医師、保健師、栄養士等による講義等

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

法改正により、対象を40歳から64歳へ変更した

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、第４条（健康事業実施者の責務）

155

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

230 241

集団健康教育実施回数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

健康情報が溢れる中、開催する講義の内容等について検討していく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

健康情報が溢れる中、行政しかできない発信を考えていく
必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 健康の保持・増進につながる。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

適切な委託先があれば可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

集団健康教育受講者数

1,6461,6411,653

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

市民

健康の保持・増進

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成18年度

健康教育事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3367

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

健康教育事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 1 4

（直近）

95.6%

0.01 80 0.01 78 0.01 78 0.11 858 100.0%

0.01 80 0.01 78 0.01 78 0.11 858 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.2%

- 

- 

- 

57.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 0 0 1 1 1

（2） 人 0 0 1 3 3

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

訪問事業

訪問指導事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3378

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士等による家庭訪問

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

122 906

対象者が少ないため、実績は上がらないが、他課では支援できない対象者を支援する事業であり、健康
増進法に規定されている事業のため廃止することはできない

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

適切な委託先があれば可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

訪問実人員

訪問延人員

他課では、支援できない制度の狭間にいる対象者に訪問できる唯一の事業で
ある。件数は少ないが、継続する。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

他課では、支援できない制度の狭間にいる対象者に訪問
できる唯一の事業のため、実績は少ないが廃止はできな
い。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

160

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

142

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

４０歳以上の者で、健康についての保健指導が必要であると認められる者

本人及び家族に対して、家庭を訪問し必要な保健指導を行うことにより、心身機能の低下の防止と健康の
保持増進を図る。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成18年度

法改正により、対象を40歳から64歳へ変更した

健康増進法第17条1項及び第19条の2

  （昭和60年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

213

135

240

任期付短時間勤務職員

1,000

非常勤職員

9485

129

アルバイト

再任用短時間勤務職員

213 207  支  出  合  計　Ａ

正職員

240

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 1 5

（直近）

99.5%

0.50 4,000 0.20 1,560 0.50 3,900 0.50 3,900 250.0%

0.50 4,000 0.20 1,560 0.50 3,900 0.50 3,900 250.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

148.7%

28.6%

- 

122.2%

249.9%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 71 79 77 80 80

（2） 人 18 21 28 20 20

（3） 人 14 13 ※2 20 20

（4） 人 2 1 7 5 5

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

特定保健指導事業

特定保健指導事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 8486

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

特定保健指導の実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

2,972
3,901 4,350

利用者数が少なく、事業評価が難しい

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

健康増進課自体が国保・年金課から執行委任を受けている状況で、主管課が委託するなら可

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

積極的支援対象者

積極的支援終了者

動機づけ支援対象者

特定健康診査でメタボリックシンドロームに関して、動機付け支援か積極的支
援に引っかかった対象者に通知を送り、受診を促しています。
その後、本人から受診について申込みを持って生活習慣病対策として特定保
健指導を実施しておりますが、申込みをされる方が少ないのが現状で、受診者
を増やす対策が必要と考えています。

動機づけ支援終了者

成果の達成状況

３　成果の達成状況等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H26．3月末現在修了者

生活習慣病対策は大切な事業ではあるが、現行の一部執
行委任の形では、参加者も少なく充分な効果が望めない。
主管課である国保年金課の考え方次第だが、委託先の再
検討等、抜本的な対策が必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

3,260

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

2,311

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （国民健康保険特別会計）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

40歳から７４歳までの国民健康保険加入者

メタボリックシンドロームの改善

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

高齢者の医療の確保に関する法律第18条、24条

  （平成20年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

1,561

3,210

2,4332,545
4,001

714

1,483

任期付短時間勤務職員

6,211

非常勤職員

776 378222

3,195

アルバイト

再任用短時間勤務職員

4,770 7,095  支  出  合  計　Ａ

正職員

7,260

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062 2

（直近）

94.2%

2.46 9,680 2.26 7,557 2.61 8,817 2.61 8,627 115.5%

0.70人 5,600 0.50人 3,900 0.50 3,900 0.50 3,900 100.0%

0.35人 1,260 0.35人 1,260 0.70 2,520 0.60 2,160 200.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

1.41 2,820 1.41 2,397 1.41 2,397 1.51 2,567 100.0%

95.9%

58.1%

- 

- 

100.9%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 16,895 16,144 16,012 16,300 16,510

（2） 世帯 48,500 48,500 48,600 49,000 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

正職員

99,747

任期付短時間勤務職員

108,254

7,0196,65510,244

アルバイト

再任用短時間勤務職員

98,802 94,787

非常勤職員

89,503
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

11,451

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

99,627

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （昭和36年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がん検査及び前立腺検査を集団方式と個別方式で実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

70歳以上の市民の一部負担金免除制度を廃止

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、同法第19条の2（市町村による健康増進事業の実施）、がん予防
重点教育及びがん検診実施のための指針（厚生省老人保健福祉局老人保健課長）

90,067

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

91,245 85,970

広報誌掲載

年間事業冊子配布

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

各がん検診をより多くの対象者に受診してもらうことが重要である。
がん検診の受診率の向上に向け、普及啓発活動を行っていく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

各がん検診をより多くの対象者に受診してもらうことが重要
であるが、受診率が低迷している。
がん検診の重要性について普及啓発活動を行っていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
受診率が低迷しており、精密検査未受診者についてもフォローが不十分であり、受診率及び精密検査受
診率について改善を図る必要がある。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

池田市医師会へ委託済

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受診者数

101,23588,13287,351

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

胃がん：35歳以上、肺がん、大腸がん：40歳以上、子宮がん：20歳以上、乳がん：30歳以上（ただしマンモ
グラフィ検査は40歳以上）、前立腺検査：50歳以上の市民

がんの早期発見及び早期治療

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成22年度

各種がん検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3372

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

各種がん検診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 井内和希子

2062 2

（直近）

97.2%

0.71 2,844 1.00 4,140 1.20 3,870 1.50 6,210 120.0%

0.16 1,280 0.40 3,120 0.30 2,340 0.60 4,680 75.0%

0.29 1,044 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.26 520 0.60 1,020 0.90 1,530 0.90 1,530 150.0%

96.2%

61.7%

98.1%

- 

102.3%

102.0%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1538 2161 2516 2990 2990

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部　休日急病診療所保健衛生の充実

各種がん検診事業

各種がん検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3372

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

胃がん（間接・直接）　肺、大腸がん、総合がん、子宮がん　乳がん(超音波）（マンモ）　前立腺がん検診を
集団方式で実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

11,536 14,851

16.42 15.06 23.1515.35

各がん検診とも受診希望者が増加している。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

バス検診、血液検査など委託できる分については、事業委託を実施している。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

受診者数

個別に医療機関に委託するよりも安価で検診を実施することができるので市のコスト面
での負担を考慮すると集団検診の継続が必要と考える。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

集団でないとできない検診(マンモグラフィ)もあり、また、医師会委託で実
施している検診に比べ、休日急病診療所で実施している検診が1件あたり
の単価が安価で実施できるので、市のコスト面での負担を考慮すると集団
を継続もしくは拡充すべきである。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

12,366

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

13,757

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

胃がん：３５歳以上　肺、大腸がん、総合がん：４０歳以上　子宮がん２０歳以上　乳がん(超音波）：３０歳以
上４０歳未満、（マンモ）：４０歳以上　前立腺がん：５０歳以上の市民

がん予防及び早期発見

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、がん予防重点教育及びがん検診実施の為の指針（厚生労働省
老人保健福祉局老人保健課長）

  （平成 １９年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

2,376

11,272

11,640

10,694

2,498
2,018

任期付短時間勤務職員

19,967

非常勤職員

2,132 4931,315
4,6232,331

11,312

アルバイト

再任用短時間勤務職員

15,780 15,182  支  出  合  計　Ａ

正職員

15,210

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 井内和希子

2062 4 1

（直近）

99.2%

0.91 7,280 0.91 7,098 1.00 7,800 0.00 0 109.9%

0.91 7,280 0.91 7,098 1.00 7,800 0 109.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

105.0%

- 

66.1%

- 

136.4%

63.0%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 35 23 14

（2） 人 1284 863 661

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部　休日急病診療所保健衛生の充実

訪問リハビリテーション事業

訪問リハビリテーション事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3583

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

寝たきり対象者等の機能回復又は維持を図るため必要な訓練を在宅で行う。

　（平成19年度～平成25年度）

単位

9,898 0

44.80 44.67 28.14

民間で充分に需要に対して供給可能となったから。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

上記の理由により、平成２５年度末をもって事業廃止。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

実人員

延人員

平成25年度末で廃止。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

民間の充足状況を踏まえつつ、民間でできる事業は民間を主とし、公が
すべき事業により比重をかけていく方向にシフトを図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

5,909

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

介護保険の認定を受けている市民

在宅での生活を継続させる

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

介護保険法第8条第5項

  （平成  年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

5,861

7,259

6,022

7,280

5,909

任期付短時間勤務職員

0

非常勤職員

3,875

5,973

アルバイト

再任用短時間勤務職員

13,120 13,773  支  出  合  計　Ａ

正職員

13,189

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 塩山宏司

2062 5

（直近）

101.4%

0.28 1,300 0.35 2,100 3.50 18,150 3.55 19,470 1000.0%

0.07 560 0.20 1,560 2.00 15,600 2.00 15,600 1000.0%

0.20 720 0.15 540 0 0.65 2,340 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 20 0 1.50 2,550 0.90 1,530 - 

214.9%

- 

- 

98.8%

237.2%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 99 99 99 100 100

（2）

（3）

（4）

2,309

任期付短時間勤務職員

H25/H24

国・府支出金

2,311 2,274その他財源

人  件  費  （人・千円）

財
 

源
11,84816,546 28,099一般財源

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

児童、学校環境

児童の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、学校教育を円滑に実施する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

31,934

34,243

正職員

非常勤職員

アルバイト

再任用短時間勤務職員

18,857 30,345  支  出  合  計　Ａ

内
 

訳

14,122

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

24 年度

17,557 12,022 12,195

※見直し内容を記入

実 施 根 拠

区　　　　　分

医師会への委託から医療機関への委託へ変更となる流れがある中で、学校健
康診断における医師会や校医との関係性について整理が必要である。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

今年度より、一部の検査について医師会へ委託していたも
のを業者へ委託することとした。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
既に病気で主治医にかかっている児童以外、ほぼ全員が受診しており、自覚症状がない児童から病気を
発見するスクリーニングとしての機能を果たしている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

校医による検診、判定以外の心電図検査、尿検査などについては委託にて実施している。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

学校保健安全法第13条・第15条、学校保健安全法施行規則第1条

26 年度

(決算）

内　　　　　　　　容

健康診断受診率

単位

2,246

23 年度 25 年度

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

平成  年度

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

14,773

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

　（平成　　年度～平成　　年度）  （－年度　～　）

(予算）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

小学校保健事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 6140

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

管理部　保健給食課保健衛生の充実

学校園保健事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 塩山　宏司

2062 5

（直近）

124.7%

0.28 1,300 0.35 2,100 1.08 5,618 1.12 6,188 308.6%

0.07 560 0.20 1,560 0.62 4,836 0.64 4,992 310.0%

0.20 720 0.15 540 0 0.20 720 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 20 0 0.46 782 0.28 476 - 

161.7%

- 

- 

102.8%

170.1%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 99 99 99 100 100

（2）

（3）

（4）

1,104

任期付短時間勤務職員

H25/H24

国・府支出金

1,008 1,010その他財源

人  件  費  （人・千円）

財
 

源
7,0978,888 12,070一般財源

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

生徒、学校環境

生徒の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、学校教育を円滑に実施する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

13,181

14,285

正職員

非常勤職員

アルバイト

再任用短時間勤務職員

9,896 13,108  支  出  合  計　Ａ

内
 

訳

8,107

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

24 年度

8,596 6,007 7,490

※見直し内容を記入

実 施 根 拠

区　　　　　分

医師会への委託から医療機関への委託へ変更となる流れがある中で、学校健
康診断における医師会や校医との関係性について整理が必要である。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

今年度より、一部の検査について医師会へ委託していたも
のを 業者へ委託することとした。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
既に病気で主治医にかかっている生徒以外はほぼ全員が受診しており、自覚症状のない生徒から病気を
発見するスクリーニングとしての機能を果たしている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

校医による検診、判定以外の心電図検査、尿検査などについては委託にて実施している。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

学校保健安全法第13条・第15条、学校保健安全法施行規則第1条

26 年度

(決算）

内　　　　　　　　容

健康診断受診率

単位

1,038

23 年度 25 年度

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

平成  年度

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

8,097

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

　（平成　　年度～平成　　年度）  （－年度　～　）

(予算）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

中学校保健事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 6260

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

管理部　保健給食課保健衛生の充実

学校園保健事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 塩山　宏司

2062 5

（直近）

114.3%

0.27 1,220 0.35 2,100 0.15 804 0.13 747 42.9%

0.06 480 0.20 1,560 0.09 702 0.08 624 45.0%

0.20 720 0.15 540 0 0.02 72 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 20 0 0.06 102 0.03 51 - 

53.6%

- 

- 

94.9%

52.3%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 99 99 99 100 100

（2）

（3）

（4）

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

管理部　保健給食課保健衛生の充実

学校園保健事業

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名 幼稚園保健事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 6380

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

　（平成　　年度～平成　　年度）  （－年度　～　）

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

平成  年度

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

807

23 年度 25 年度

単位

指
標
値

学校保健安全法第13条・第15条、学校保健安全法施行規則第1条

26 年度

(決算）

内　　　　　　　　容

健康診断受診率

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

園医による検診、判定以外の心電図検査、尿検査などについては委託にて実施している。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

606

※見直し内容を記入

実 施 根 拠

区　　　　　分

内
 

訳

正職員

非常勤職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

79

医師会への委託から医療機関への委託へ変更となる流れがある中で、学校健
康診断における医師会や園医との関係性について整理が必要である。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

今年度より、一部の検査について医師会へ委託していたも
のを 業者へ委託することとした。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由
既に病気で主治医にかかっている園児以外、ほぼ全員が受診しており、自覚症状のない園児から病気を
発見するスクリーニングとしての機能を果たしている。

2,022 1,410

1,473

1,554

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

24 年度

802 530

園児、学校環境

園児の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、幼稚園教育を円滑に実施する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

人  件  費  （人・千円）

2,630
アルバイト

再任用短時間勤務職員

H25/H24

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ

受益者負担　Ｂ
財
 

源
2,5511,933

(予算）

1,335一般財源
81

任期付短時間勤務職員

89その他財源 75

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2062

（直近）

- 

0.01 80 0.01 78 0.01 78 0.01 78 100.0%

0.01 80 0.01 78 0.01 78 0.01 78 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.0%

- 

- 

- 

100.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 409 483 323 500 500

（2） 回 29 39 37 40 40

（3）

（4）

正職員

479

任期付短時間勤務職員

78

17

アルバイト

再任用短時間勤務職員

78 78

非常勤職員

462
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

0

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （昭和58年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、栄養士等による相談

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

22年度から薬事相談を中止した。

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、第４条（健康事業実施者の責務）、第１７条（市町村による生活習
慣病相談等の実施）

399

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

0 0

相談実施回数

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

市民の健康に対する不安に丁寧に答えていく必要がある。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

市民の健康に対する不安に丁寧に答えていく必要があ
る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 市民の生活習慣病の予防に個別的に対応できている

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

適切な委託先があれば可能

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

相談延人員

78

3.55

7878

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

市民

生活習慣病の予防及び健康増進

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成22年度

健康相談事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 井内和希子

2063 1 1

（直近）

108.6%

0.17 1,300 0.80 6,240 0.50 3,900 0.60 4,680 62.5%

0.16 1,280 0.80 6,240 0.50 3,900 0.60 4,680 62.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 20 0 0 0 - 

66.6%

97.9%

100.9%

0.0%

66.7%

151.4%

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 52 48 60 70 70

（2） 人 948 1151 1160 1420 1420

（3） 回 96 99 99 97 97

（4）

正職員

1,725

任期付短時間勤務職員

5,302

127
189

14189
284

アルバイト

再任用短時間勤務職員

6,855 4,568

非常勤職員

119
1,328

その他財源

  支  出  合  計　Ａ

144

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

622

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

230

  （平成  19年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

通所により運動器に効果のある事業を実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　介護特会　              　　）

24 年度

介護保険法第１１５条の４５の第1項

425

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

615 668

回数

延人員

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

介護予防のための一次予防事業として需要もあり実施する意義がある。これ以上回数
を増やすには予算の増額が必要である。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

介護保険未認定者を対象に実施している事業で、介護保険認定者を減
らすための予防事業であるため、民間では実施していない事業である。
介護保険課と調整しながら今後のあり方を検討していく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 ニーズが多く充分に対応できてない状況。１次予防と位置づけて実施している。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

２次予防で介護保険課が委託で実施しているが、１次予防は行っていない。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

実人員

232

4,891

10.96 3.36 5.365.08

4,1956,288
193

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

一般高齢者

高齢者が要介護状態になる事を予防する

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

介護予防普及啓発事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 8895

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部　休日急病診療所保健衛生の充実

介護予防普及啓発事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 瀬谷　宗久

2063 1 2

（直近）

98.7%

0.11 820 0.10 475 0.12 631 0.12 936 120.0%

0.10 800 0.05 390 0.07 546 0.12 936 140.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 20 0.05 85 0.05 85 0 100.0%

104.6%

98.6%

- 

98.5%

120.4%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） グループ 35 25 27 30 30

（2） グループ 16 19 22 25 25

（3） グループ 12 12 12 15 15

（4）

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

福祉部　高齢・福祉総務課保健衛生の充実

地域介護予防活動支援事業(街デイ)

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名 地域介護予防活動支援事業(街デイ)

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 8896

事 業 区 分

※見直し内容を記入

一般高齢者（介護保険の有無に係らず）

運動機能向上による介護予防

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成  年度

1,140

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

運動機能向上（週二回）

1,123
1,236914759

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

選択の理由 一般高齢者介護予防施策として必要

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

ハッピークラブに委託済

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

一般高齢者介護予防施策として必要(国・府37.5％、保険料50％）

※１グループ＝５人で構成

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

一般高齢者介護予防施策として必要(国・府37.5％、保険料50％）

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

口腔ケア(月一回)

認知症予防(週一回)

2,242

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

2,278 2,248

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （介護保険）

24 年度

  （平成　　年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

高齢者デイサービスと連携し、一般高齢者運動機能向上等のプログラムを提供し介護予防を図る

　（平成　　年度～平成　　年度）

854

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

2,400

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

1,122
1,100

その他財源

  支  出  合  計　Ａ

受益者負担　Ｂ財
 

源

国・府支出金

アルバイト

再任用短時間勤務職員

2,753 2,879

非常勤職員

正職員

3,062

1,200

任期付短時間勤務職員

3,336

900842840

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 小松　伸

2063 1

（直近）

103.5%

0.10 800 0.04 312 0.04 312 0.37 1,401 100.0%

0.10 800 0.04 312 0.04 312 0.12 936 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.05 125 - 

0 0 0 0.20 340 - 

103.5%

103.7%

- 

104.5%

101.8%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 11 0 0 3 5

（2） 件 166 140 147 170 200

（3） 人 1,319 1,522 1,571 1,600 1,700

（4） 人 809 827 422 600 600

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 保健衛生の充実 福祉部介護保険課

事 業 区 分

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 介護予防事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名 介護予防ケアマネジメント事業 財務会計上の短縮番号 8910

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

高齢者

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

介護予防の動機付け、行動変容の誘導、自立生活への支援

事 業 内 容 の 見 直 し 平成２５年度

※見直し内容を記入

 会計区分（会計名を記入） （　介護保険 　　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

要介護状態になることを予防する。

実 施 期 間   （平成 １８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

ケアプラン作成をアセスメントシートより判定し、必要者のみ作成とした。

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

介護保険法115条の４５

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 27,889 29,801

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

30,841 32,203

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
33,604

財
 

源

国・府支出金 16,733 17,657 18,302

  支  出  合  計　Ａ 28,689 30,113 31,153

18,947
受益者負担　Ｂ

6,716
一般財源 6,379 6,198 6,309 7,941
その他財源 5,577 6,258 6,542

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の理由
調査票未返送者について、前期高齢者は仕事や趣味活動でお元気な方が多く、後期高齢者を重点的に
フォローする方法を継続する。

ケアプラン作成件数

アセスメント件数

二次予防教室勧奨者数

調査票未返送者フォロー件数

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の悪化を緩和す
べく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、安心して
相談できる環境づくり、介護予防事業の裾野を広げてゆ
く。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 要介護状態にならないよう、介護予防への支援を委託事業として実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



保健衛生の充実 担当部署名 担当課長名 小松　伸

2063 1

（直近）

77.9%

0.88 3,260 0.80 2,790 0.80 2,790 0.92 4,366 100.0%

0.23 1,840 0.20 1,560 0.20 1,560 0.42 3,276 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.30 720 0.30 720 0.30 720 0.30 750 100.0%

0.35 700 0.30 510 0.30 510 0.20 340 100.0%

87.2%

151.0%

- 

63.4%

73.2%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 9,262 8,687 9,607 9,500 10,000

（2） 人 7,773 7,651 8,283 8,500 8,500

（3） 人 1,719 1,807 1,773 1,700 1,600

（4） 率 22.1 23.6 21.4 20 18.8

 会計区分（会計名を記入） （　介護保険 　　） （　　　              　　）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 福祉部介護保険課
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 介護予防事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

8893

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

事 業 区 分

財務会計上の事業名 二次予防対象者把握事業 財務会計上の短縮番号

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

要支援・要介護状態となるおそれのある方を二次予防対象者と決定する

実 施 期 間   （平成２３ 年度　～　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の市民

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

基本チェックリストを送付し、生活機能調査を行う

　（平成　　年度～平成　　年度）

事 業 内 容 の 見 直 し 平成２４ 年度

２　事業コスト・指標値の推移

※見直し内容を記入 調査項目の市独自項目の見直し

25 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

介護保険法115条の４４

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

3,816 6,820

人  件  費  （人・千円）

26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 4,424 2,972

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
11,186

財
 

源

国・府支出金 1,658 1,431 2,161

  支  出  合  計　Ａ 7,684 6,606 5,762

2,557
受益者負担　Ｂ

3,250
一般財源 3,815 3,267 2,391 5,379
その他財源 2,211 1,908 1,210

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の理由 対象者の把握が簡便な方法で行えているため。

実施者

回答者

二次予防対象者

対象者出現率

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の悪化を緩和す
べく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、安心して
相談できる環境づくり、介護予防事業の裾野を広げてゆ
く。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 二次予防対象者の把握が効率よく行えるよう、委託事業として実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 小松　伸

2063 2

（直近）

90.4%

0.81 3,000 0.85 2,875 0.20 1,560 0.72 4,026 23.5%

0.21 1,680 0.20 1,560 0.20 1,560 0.42 3,276 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.30 720 0.30 720 0 0.30 750 0.0%

0.30 600 0.35 595 0 0 0.0%

82.6%

105.3%

- 

44.2%

109.5%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 197 208 249 255 225

（2） 人 1,859 2,012 2,381 2,500 2,700

（3） 回 192 180 180 180 180

（4）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 保健衛生の充実 福祉部介護保険課

事 業 区 分

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 通所型介護予防事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名 通所型介護予防事業 財務会計上の短縮番号 8890

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

二次予防事業対象者

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

通所により運動機能、栄養改善および口腔機能の向上などに効果がある教室を実施

事 業 内 容 の 見 直 し 平成２５  年度

※見直し内容を記入

 会計区分（会計名を記入） （　介護保険 　　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

自立した生活および自己実現に向けて、介護予防を実践する

実 施 期 間   （平成１８ 年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

二次予防教室に一次予防対象者の参加も認める

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

介護保険法115条の４５

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 5,947 10,494

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

9,487 10,654

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
14,680

財
 

源

国・府支出金 2,213 3,935 4,143

  支  出  合  計　Ａ 8,947 13,369 11,047

4,007
受益者負担　Ｂ

5,342
一般財源 3,742 4,187 4,584 5,331
その他財源 2,992 5,247 2,320

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の理由
教室参加者が運動、栄養、口腔機能、認知症予防などトータルな健康知識を得ることができる事業を目指
しており、事業の効果、参加率の向上を目指している。

参加実人員

参加延人員

実施回数

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の悪化を緩和す
べく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、安心して
相談できる環境づくり、介護予防事業の裾野を広げてゆ
く。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 運動・栄養・口腔機能向上のための教室を委託事業として実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 小松　伸

2063 3

（直近）

126.2%

0.88 3,260 0.85 2,875 0.85 2,875 0.62 2,556 100.0%

0.23 1,840 0.20 1,560 0.20 1,560 0.22 1,716 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.30 720 0.30 720 0.30 720 0.20 500 100.0%

0.35 700 0.35 595 0.35 595 0.20 340 100.0%

111.1%

261.3%

- 

109.8%

73.4%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 4,795 8,412 8,716 8,800 9,200

（2） 回 411 458 649 700 550

（3）

（4）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 保健衛生の充実 福祉部介護保険課

事 業 区 分

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 介護予防普及啓発事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名 介護予防普及啓発事業 財務会計上の短縮番号 8895

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

主として高齢者

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

各種介護予防教室・講座の開催、パンフレットの作成・配布

事 業 内 容 の 見 直 し 平成２４ 年度

※見直し内容を記入

 会計区分（会計名を記入） （　介護保険　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

介護予防に関する知識の普及啓発

実 施 期 間   （平成２３ 年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

一次予防事業実施主幹課を健康増進課から介護保険課へ移し実施

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

介護保険法115条の４４

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 1,625 2,128

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

2,685 7,414

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
9,970

財
 

源

国・府支出金 537 798 2,085

  支  出  合  計　Ａ 4,885 5,003 5,560

2,780
受益者負担　Ｂ

3,707
一般財源 3,442 3,141 2,307 3,483
その他財源 906 1,064 1,168

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の理由 啓発のためには継続的な活動が欠かせない。

参加人数

実施回数

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の悪化を緩和す
べく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、安心して
相談できる環境づくり、介護予防事業の裾野を広げてゆ
く。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 運動・栄養・認知症予防教室を委託事業として実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 小松　伸

2063

（直近）

103.6%

0.10 800 0.02 156 0.02 156 0.17 1,061 100.0%

0.10 800 0.02 156 0.02 156 0.12 936 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.05 125 - 

0 0 0 0 - 

103.6%

103.2%

- 

104.1%

104.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 217 259 232 250 270

（2） 人 148 247 162 200 260

（3）

（4）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 保健衛生の充実 福祉部介護保険課

事 業 区 分

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名 包括的・継続的ケアマネジメント事業 財務会計上の短縮番号 8913

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

高齢者

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

多様な生活課題に応じた制度やサービスの利用を支援する

事 業 内 容 の 見 直 し 平成  年度

※見直し内容を記入

 会計区分（会計名を記入） （　介護保険  　　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

包括的・継続的なケアを実現する

実 施 期 間   （平成１８ 年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

介護保険法115条の４５

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 27,909 29,811

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

30,882 32,939

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
34,000

財
 

源

国・府支出金 16,744 17,663 18,235

  支  出  合  計　Ａ 28,709 29,967 31,038

19,384
受益者負担　Ｂ

6,870
一般財源 6,384 6,044 6,285 7,746
その他財源 5,581 6,260 6,518

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の理由 状態の変化に応じて相談支援が行われているため。

ケアマネ個別指導

困難事例への指導・助言

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の悪化を緩和す
べく、介護予防事業の裾野を拡げてゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、安心して
相談できる環境づくり、介護予防事業の裾野を広げてゆ
く。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由
ケアマネジャーを支援するため地域の様々な機関とのネットワークを構築し、地域づくりを行うことを委託事
業として実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2064 1 1

（直近）

128.6%

1.00 8,000 0.50 3,900 1.50 11,700 1.80 12,400 300.0%

1.00 8,000 0.50 3,900 1.50 11,700 1.50 11,700 300.0%

0 0 0 0.10 360 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.20 340 - 

132.7%

- 

- 

- 

132.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 26,371 27,050 28,479 34,560 34,560

（2） 世帯 48,500 48,600 48,600 4,900 48,600

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

予防接種事業

予防接種事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3370

人  件  費  （人・千円）

（　　　              　　）

事 業 区 分

　（平成　　年度～平成　　年度）

23 年度 25 年度

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

単位

219,043 322,536

高い接種率により疾病の発生及びまん延を予防している。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

すでに予防接種の実施については池田市医師会に委託済。
予防接種データー入力についても予算の可能な範囲で業務委託中。予算の増により全データー入力が
委託可能。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

接種者数

年間事業冊子配布

任意予防接種が定期接種化され、市の財政負担が大きくなっている。
国や府の補助に関して、今後とも注視していく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

ポリオワクチンの不活化や任意予防接種の定期化への動
きなどがあり、市の財政負担が大きくなってくる。
国や府の財政措置により、安定した事業の実施と市の財
政負担の軽減を引き続き強く求めていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

135,105

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

26 年度

310,545

２　事業コスト・指標値の推移

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

予防接種法に基づく年齢の範囲内の乳幼児等及び高齢者

予防接種法に基づく各種予防接種を実施し、疾病の発生及びまん延を予防する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成25年度

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

個別接種 ： 麻しん、風しん、三種混合、ｼﾞﾌﾃﾘｱ・破傷風、日本脳炎、子宮頸がん、ﾋﾌﾞ、小児用肺炎球

  （昭和25年度　～　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

　　　　　　 　菌および(高齢者等の)ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ、風しんﾜｸﾁﾝ（成人用）

日本脳炎新ワクチンにて接種の再開(平成18年～)
子宮頸がん、ﾋﾌﾞ、小児用肺炎球菌の定期接種化（平成25年～）

予防接種法

4091,139

208,482

非常勤職員

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

165,964

162,064

143,105

  支  出  合  計　Ａ

正職員

143,105

任期付短時間勤務職員

アルバイト

再任用短時間勤務職員

165,964 220,182 322,945

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2064 1 2

（直近）

96.2%

0.50 4,000 0.50 3,900 0.50 3,900 0.60 4,070 100.0%

0.50 4,000 0.50 3,900 0.50 3,900 0.50 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.10 170 - 

98.1%

- 

- 

- 

98.1%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 840 828 671 900 900

（2） ％ 97.3 93.8 84.2 100 100.0

（3） 世帯 48,500 48,600 48,600 49,000 48,600

（4） 人 800 800 800 800 800

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

結核予防接種事業

（　　　              　　）

事 業 区 分

結核予防接種事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3375

区　　　　　分

人  件  費  （人・千円）

※見直し内容を記入

3,877

　（平成　　年度～平成　　年度）

23 年度 25 年度

生後０か月から６か月未満の対象年齢が生後０か月から12か月未満に見直し

予防接種法

  （昭和27年度　～　）

H25/H24
(予算）(決算）

単位

8,7347,447

高い接種率により結核の発生及びまん延の予防が図られているが、平成25年度は「標準的な接種期間」
の見直しに伴い接種率が一時的に下がった。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

池田市医師会に個別接種にて委託可能。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

接種者数

年間事業冊子配布

接種率

高い接種率を維持することにより結核を制圧できる。
今後、集団接種から個別接種への移行について、検討していく。

個人通知

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

高い接種率を維持するにより結核を制圧できる。
個別接種を行える体制を池田市医師会が整えることができ
るかどうかが課題。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

(決算）

26 年度

4,664

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

生後０か月から12か月未満の乳児

結核の発生及びまん延を予防する。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成25年度

予防接種法に基づく結核予防接種を実施
ＢＣＧを直接接種（集団接種）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

事 業 内 容 の 見 直 し

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

7,589

3,689

7,877

任期付短時間勤務職員

8,734

非常勤職員

3,547

アルバイト

再任用短時間勤務職員

7,589 7,447  支  出  合  計　Ａ

正職員

7,877

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2064 1 3

（直近）

98.6%

0.05 400 0.05 390 0.05 390 0.05 390 100.0%

0.05 400 0.05 390 0.05 390 0.05 390 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

98.7%

- 

- 

- 

98.7%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 9,085 9,237 9,107 10,000 10,000

（2） 世帯 48,500 48,600 48,600 49,000 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

正職員

16,125

任期付短時間勤務職員

18,112
アルバイト

再任用短時間勤務職員

16,411 16,193

非常勤職員

16,125
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

17,722

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

  （平成  年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

住民健康診査と同時実施

　（平成　　年度～平成　　年度）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

 受診対象者を「40歳以上」から「65歳以上」とする

感染症法第53条の2（定期の健康診断）第3項

15,725

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

16,021 15,803

広報誌掲載

年間事業冊子配布

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

結核に関する正しい知識の普及。継続。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

結核に関する正しい知識の普及。継続。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由 結核の早期発見、早期治療が図られている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

池田市医師会に委託済

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

受診者数

18,11216,19316,411

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

※見直し内容を記入

65歳以上の市民

結核の早期発見、早期治療

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成21年度

結核検診事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3385

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

結核検診事業

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 畠仲 逸志

2064 2

（直近）

87.5%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.10 800 0.10 780 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

88.4%

- 

- 

- 

88.4%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1）  21 26 19 30 30

（2） ㎏ 27 26 21 30 30

（3）

（4）

任期付短時間勤務職員

H25/H24

8,815

(予算）

11,293

※見直し内容を記入

非常勤職員

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

アルバイト

再任用短時間勤務職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

9,595一般財源

財
 

源

国・府支出金

10,852
その他財源

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

10,072

  支  出  合  計　Ａ

水路・下水道及び条例設置の公衆便所

公衆衛生の維持・向上・回復及び公衆便所の快適な供用に資する

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

11,293

人  件  費  （人・千円）

受益者負担　Ｂ

正職員

10,852 9,595

24 年度

9,644

レナトップ乳剤散布

ハイカプシン粒剤

区　　　　　分

10,444

本事業については、感染症予防法及び公衆便所設置条例に基づき行っているもので
あり、特に課題と呼べるものはないが、今後も継続して取り組んでいく必要がある

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

本事業については、感染症予防法及び公衆便所設置条例に基づき行っ
ているものであり、今後も継続して取り組んでいく必要がある

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

害虫発生の抑制、公衆便所の清掃保持に努める

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

（財）池田市公共施設管理公社に業務を委託し、その経費について補助金を支出

10,513

10,444

単位

23 年度 25 年度

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分
(決算）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律　第２７条・２８条、公衆便所設置条例

平成  年度

26 年度

(決算）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

（財）池田市公共施設管理公社に業務を委託し、水路・下水道管内の害虫駆除や感染症発生時の消毒
及び市内４箇所に設置の公衆便所の維持管理を実施

　（平成　　年度～平成　　年度）  （平成10年度　～　）

防疫及び公衆便所清掃維持管理事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3450

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　） （　　　              　　）

事 業 区 分

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

環境部　業務センター保健衛生の充実

防疫及び公衆便所清掃維持管理事業

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2065 1 1

（直近）

113.8%

0.74 3,544 0.74 3,504 0.75 3,582 0.41 2,358 101.4%

0.20 1,600 0.20 1,560 0.21 1,638 0.21 1,638 105.0%

0.54 1,944 0.54 1,944 0.54 1,944 0.20 720 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

104.4%

- 

- 

- 

104.4%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1,500 1,500 1,000 1,500 1,500

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

市民健康フォーラム事業

池田市民健康フォーラム事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3348

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

健康フォーラムの開催

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

4,532 3,457

運営方法の再検討(市の補助金が必要か）。地域分権事業等により、完全自主運営とする等検討が必要。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

委託より、自主運営が望ましい

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

参加人数

今後も市民の健康づくりの普及および啓発を図るため、事業実施の継続をして
いく。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

今後も市民の健康づくりの普及および啓発を図る必要。ま
た、運営方法の検討も必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

966

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

1,099

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

市民

市民の健康意識の向上

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成23年度

健康まつりを廃止し「健康」に特化した内容に変更し、会場も保健福祉総合センターに変更した

  （平成20年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

4,339

835

4,510

任期付短時間勤務職員

3,457

非常勤職員

950

アルバイト

再任用短時間勤務職員

4,339 4,532  支  出  合  計　Ａ

正職員

4,510

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 山田和彦

2065

（直近）

85.9%

0.02 160 0.01 78 0.01 78 0.01 78 100.0%

0.02 160 0.01 78 0.01 78 0.01 78 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

86.0%

- 

- 

- 

86.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 3,227 2,883 3,078 3,300 3,300

（2）

（3）

（4）

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

子ども・健康部健康増進課保健衛生の充実

広域医療対策事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 3333

事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

事 業 区 分

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

豊能広域こども急病センター及び豊能地域二次救急医療対策の運営費を、池田市・豊中市・箕面市・吹
田市・能勢町の4市2町で負担する

　（平成　　年度～平成　　年度）

単位

5,944 12,004

急病や緊急時医療の必要性があり、その成果を収めている。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

箕面市、豊中市が事務局となり、独自に運営し、負担金として負担している。

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容

こども急病の患者数

小児救急を取り巻く状況や受診者数の変化に応じ、安定的に継続させていく
必要がある。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

小児救急を取り巻く状況や受診者数の変化に応じ、安定
的に継続させていく必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

選択の理由

区　　　　　分

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源
その他財源

※見直し内容を記入

6,668

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度 26 年度

11,926

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

市民

市民の休日、祝日、夜間における急病や緊急時医療の対応

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成16年度

豊能広域こども急病センターが設立され、診療時間外における小児（中学生まで）の診察等の実施

豊能地域救急医療対策事業運営費補助金交付要綱

  （平成  年度　～　）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

6,909

6,831

6,828

任期付短時間勤務職員

12,004

非常勤職員

5,866

アルバイト

再任用短時間勤務職員

6,909 5,944  支  出  合  計　Ａ

正職員

6,828

人  件  費  （人・千円）

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


